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NISTEP 定点調査 2011～2015 のまとめ 

「科学技術の状況に係る総合的意識調査(以下、NISTEP 定点調査)」は、産学官の一線級の研究者や有識

者への意識調査から、我が国の科学技術やイノベーションの状況を包括的に明らかにすることを目的にした調

査であり、第 4 期科学技術基本計画期間中(2011～15 年度)の 5 年間にわたって実施した。 

NISTEP 定点調査では、我が国の科学技術やイノベーションの状況をモニタリングするための質問項目を作

成し、それらの質問項目に対する充分度についての回答者の認識を質問した。本調査の特徴は、同一の回答

者に、毎年、同一の質問票調査を実施する点である。回答者には前回の本人の回答結果を示し、前回と異な

る回答をした質問については回答の変更理由を、前回と同じ回答であっても補足などがある場合には意見等

の記入を依頼した。また、特に詳細な状況把握が必要な事項については、深掘調査を実施した。 

NISTEP 定点調査の調査対象者は、大学・公的研究機関グループ(約 1,000 名)とイノベーション俯瞰グルー

プ(約 500 名)からなる(概要図表 1)。前者は大学・公的研究機関の長や教員・研究者から構成され、後者は産

業界等の有識者や研究開発とイノベーションの橋渡しを行っている方などから構成されている。大学・公的研

究機関グループには、大学や公的研究機関の現場の状況を中心に、イノベーション俯瞰グループには我が国

の科学技術やイノベーションの状況を俯瞰的にみた立場からの回答を求めている。 

概要図表 1  大学・公的研究機関グループとイノベーション俯瞰グループ 

 

注 1: 推薦は教授クラス、准教授クラス、助教クラス各 1 名の計 3 名を依頼。 

注 2: 産業界等の有識者は、科学技術政策関係の審議会、分科会等の有識者、日本経団連の各種部会への参加企業の研究開発・生産技術等を担当して

いる執行役員クラスの方、第 3 期科学技術基本計画期間中の定点調査の企業回答者、中小企業の代表から選定。 

 

本概要では、日本の大学システムの状況を把握する際の視点として、研究活動の規模に注目し、日本にお

ける論文シェアをもとにした大学グループ別の分析を行った結果も示す(概要図表 2)。 

日本と英国1やドイツ2について大学ごとの論文数の分布を比べると、日本の場合、英国やドイツと比べて大

学ごとの論文の分布に偏りをもっていることが示されている。したがって、大学システムの状況を把握する際に、

研究活動の規模によって、研究人材や研究環境などの状況に違いがあるかを把握することは分析の視点とし

て重要である。なお、大学グループ別の集計結果は、日本の大学システムの状況をみるために、各大学グル

ープにおける平均的な状況をモニターした結果である。したがって、大学グループ別の分析結果を、そこに含

                                               
1 科学技術政策研究所、NISTEP Report No. 122、日本の大学に関するシステム分析(2009 年 3 月) 
2 科学技術・学術政策研究所、調査資料-233、研究論文に着目した日本とドイツの大学システムの定量的比較分析 -組織レベル及び研

究者レベルからのアプローチ-(2014 年 12 月) 

① 大学・公的研究機関グループ(約1,000名)

• 大学・公的研究機関の長

• 世界トップレベル研究拠点の長

• 最先端研究開発支援プログラムの中心研究者

• 大学・公的研究機関の部局や事業所の長から推薦された方

② イノベーション俯瞰グループ(約500名)

• 産業界等の有識者

• 研究開発とイノベーションの橋渡し（ベンチャー、産学連携本部、ベンチャー
キャピタル等）を行っている方

• シンクタンク、マスコミで科学技術にかかわっている方

• 病院長など
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まれる個々の大学についての状況の評価等に用いるのは不適切である。 

 

概要図表 2  日本国内における論文シェアにもとづく大学グループ 

 

(出典) 科学技術政策研究所、NISTEP Report No. 122 日本の大学に関するシステム分析(2009 年 3 月) 

2015 年度は 5 回目となる調査を 2015 年 9 月 24 日～12 月 25 日に実施し、回収率は 84.6％であった。過

去 5 回の平均回収率は 86.0％であり、5 年継続して高い回収率を実現した。NISTEP 定点調査 2015 では、「①

職務時間の配分」、「②科学技術イノベーション政策の効果をより高める上での課題」、「③我が国の科学や技

術の水準と産業競争力」、「④第 5 期科学技術基本計画に向けた課題」の 4 点について深掘調査を実施した。 

以下に、2011～15 年度の NISTEP 定点調査から明らかになった、我が国の科学技術やイノベーションの状

況を総括する。 

 

全体傾向 

第 4 期科学技術基本計画期間中に実施された各種の施策により、我が国の科学技術イノベ

ーションシステムに一定の進展が見られる一方、予期していなかった副作用を生じさせている

可能性もある。 

NISTEP 定点調査は、研究人材、研究環境、産学官連携、基礎研究、イノベーション政策をカバーする 57 の

質問をベースとし、それらの質問に対する回答者の充分度についての認識やその変化をモニタリングすること

で、我が国の科学技術やイノベーションの状況を包括的に把握している。 

5 年間の NISTEP 定点調査から、第 4 期科学技術基本計画期間中の我が国の科学技術やイノベーションの

状況を見ると、良くなったとの認識が示されている質問もあれば、悪くなったとの認識が示されている質問もある。

また、科学技術やイノベーションの状況についての認識やその変化は、大学と公的研究機関、大学の中でも

日本における論文シェアでみた大学規模(大学グループ)によって異なっており一様ではない(概要図表 3、概

要図表 4)。 

科学技術予算が伸び悩む中、限られたリソースの選択と集中を進めるという文脈においては、当然の結果と

もいえるかもしれない。ただし、以下に述べるように、課題達成に向けた各種の取組みにおいて一定の進展が

みられた一方、大学・公的研究機関における研究活動の基盤への危機感が増しているなど、我が国の科学技

術イノベーションシステムに対して、リソースの選択と集中が予期しない副作用を生じさせている可能性もある。 

これらの変化が、政策立案時に予期していたものであれば良いが、予期していない若しくは予期していた以

上の変化が生じているとしたら PDCA サイクルの俎上にのせ、アクションに結びつけることが必要である。 

大学グ
ループ

日本における論
文シェア

大学名

1 5%以上 東北大学、東京大学、京都大学、大阪大学（4大学）

2 1～5％
北海道大学、筑波大学、千葉大学、東京工業大学、金沢大学、名古屋大学、
神戸大学、岡山大学、広島大学、九州大学、慶應義塾大学、日本大学、早
稲田大学(13大学)

3 0.5～1％
群馬大学、東京農工大学、新潟大学、信州大学、岐阜大学、三重大学、山
口大学、徳島大学、長崎大学、熊本大学、鹿児島大学、横浜市立大学、大
阪市立大学、大阪府立大学、近畿大学(27大学から15大学を抽出)

4 0.05～0.5％ 135大学から50大学を抽出
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.7

9
0
.8

5
0
.4

4
-

Q
2
-
6

大
学

・
公

的
研

究
機

関
と

民
間

企
業

と
の

橋
渡

し
を

す
る

人
材

の
状

況
-
0
.0

3
-
0
.0

9
-
0
.3

6
0
.1

3

基
礎

研
究

の
状

況
Q

3
-
3

重
要

課
題

達
成

に
向

け
た

、
国

に
よ

る
研

究
開

発
の

選
択

と
集

中
は

充
分

か
0
.3

0
0
.3

2

Q
1
-
8

博
士

号
取

得
者

が
多

様
な

キ
ャ

リ
ア

パ
ス

を
選

択
で

き
る

環
境

整
備

に
向

け
て

の
取

組
状

況
0
.0

9
0
.0

9
0
.0

2
-

Q
1
-
2
0

研
究

費
の

基
金

化
は

、
研

究
開

発
を

効
果

的
・
効

率
的

に
実

施
す

る
の

に
役

立
っ

て
い

る
か

0
.2

3
0
.2

5
0
.1

0
-

Q
2
-
7

産
学

官
の

共
同

研
究

に
お

け
る

知
的

財
産

の
運

用
（
知

的
財

産
の

管
理

、
権

利
の

分
配

な
ど

）
は

円
滑

か
-
0
.0

7
-
0
.2

2
-
0
.1

4
0
.1

1

問
質

問
内

容
全

体
大

学
公

的
研

究
機

関
イ

ノ
ベ

俯
瞰

Q
3
-
4

重
要

課
題

達
成

に
向

け
た

技
術

的
な

問
題

に
対

応
す

る
た

め
の

、
自

然
科

学
の

分
野

を
超

え
た

協
力

は
充

分
か

0
.3

4
0
.3

3

Q
1
-
2
1

研
究

時
間

を
確

保
す

る
た

め
の

取
り

組
み

の
状

況
-
0
.3

1
-
0
.2

5
-
0
.6

8
-

大
学

や
公

的
研

究
機

関
の

知
的

財
産

の
活

用
状

況
Q

2
-
2
2

将
来

的
な

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
の

源
と

し
て

の
基

礎
研

究
の

多
様

性
の

状
況

-
0
.4

3
-
0
.4

3
-
0
.4

7
-
0
.4

0

Q
3
-
5

重
要

課
題

達
成

に
向

け
た

社
会

的
な

問
題

に
対

応
す

る
た

め
に

、
人

文
・社

会
科

学
の

知
識

が
充

分
に

活
用

さ
れ

て
い

る
か

0
.0

0
0
.0

7

Q
1
-
2
2

研
究

活
動

を
円

滑
に

実
施

す
る

た
め

の
業

務
に

従
事

す
る

専
門

人
材

（
リ

サ
ー

チ
ア

ド
ミ

ニ
ス

ト
レ

ー
タ

）
の

育
成

・
確

保
の

状
況

0
.3

5
0
.4

7
-
0
.3

2
-

問
質

問
内

容
全

体
大

学
公

的
研

究
機

関
イ

ノ
ベ

俯
瞰

Q
2
-
2
3

将
来

的
な

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
の

源
と

し
て

独
創

的
な

基
礎

研
究

が
充

分
に

実
施

さ
れ

て
い

る
か

-
0
.4

0
-
0
.3

8
-
0
.4

8
-
0
.4

0

女
性

研
究

者
の

状
況

研
究

施
設

・
設

備
の

整
備

等
の

状
況

Q
2
-
8

大
学

・
公

的
研

究
機

関
の

研
究

開
発

か
ら

得
ら

れ
た

知
的

財
産

の
民

間
企

業
に

お
け

る
活

用
状

況
-
0
.0

8
-
0
.0

9
-
0
.2

1
-
0
.0

5

Q
2
-
2
4

資
金

配
分

機
関

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

・
オ

フ
ィ

サ
ー

や
プ

ロ
グ

ラ
ム

・
デ

ィ
レ

ク
タ

ー
は

、
そ

の
機

能
を

充
分

に
果

た
し

て
い

る
か

-
0
.2

2
-
0
.2

4
-
0
.5

0
-
0
.1

1

問
質

問
内

容
全

体
大

学
公

的
研

究
機

関
イ

ノ
ベ

俯
瞰

問
質

問
内

容
全

体
大

学
公

的
研

究
機

関
イ

ノ
ベ

俯
瞰

Q
2
-
9

産
学

官
連

携
活

動
が

、
大

学
・
公

的
研

究
機

関
の

研
究

者
の

業
績

と
し

て
充

分
に

評
価

さ
れ

て
い

る
か

0
.0

4
0
.0

1
-
0
.2

2
0
.1

4

Q
2
-
2
5

我
が

国
の

大
学

や
公

的
研

究
機

関
の

研
究

者
の

、
世

界
的

な
知

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
へ

の
参

画
状

況
-
0
.0

7
-
0
.1

1
-
0
.1

1
-
0
.0

1

科
学

技
術

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
に

関
す

る
新

た
な

シ
ス

テ
ム

の
構

築
の

状
況

Q
1
-
1
0

女
性

研
究

者
数

の
状

況

0
.1

0
0
.1

3
-
0
.0

5
-

Q
1
-
2
4

研
究

施
設

・
設

備
の

程
度

は
、

創
造

的
・
先

端
的

な
研

究
開

発
や

優
れ

た
人

材
の

育
成

を
行

う
の

に
充

分
か

-
0
.4

9
-
0
.4

3
-
0
.9

3
-

地
域

が
抱

え
て

い
る

課
題

解
決

へ
の

貢
献

の
状

況
Q

2
-
2
6

我
が

国
の

基
礎

研
究

に
お

い
て

、
国

際
的

に
突

出
し

た
成

果
が

充
分

に
生

み
出

さ
れ

て
い

る
か

0
.1

1
0
.0

2
-
0
.1

6
0
.3

4

問
質

問
内

容
全

体
イ

ノ
ベ

俯
瞰

Q
1
-
1
1

よ
り

多
く
の

女
性

研
究

者
が

活
躍

す
る

た
め

の
環

境
改

善
の

状
況

0
.0

9
0
.1

1
-
0
.0

2
-

問
質

問
内

容
全

体
大

学
公

的
研

究
機

関
イ

ノ
ベ

俯
瞰

Q
2
-
2
7

基
礎

研
究

を
は

じ
め

と
す

る
我

が
国

の
研

究
開

発
の

成
果

は
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

に
充

分
に

つ
な

が
っ

て
い

る
か

0
.1

2
0
.1

0
-
0
.2

4
0
.2

2

Q
3
-
7

規
制

の
導

入
や

緩
和

、
制

度
の

充
実

や
新

設
な

ど
の

手
段

の
活

用
状

況
0
.1

6
0
.2

0

Q
1
-
1
2

よ
り

多
く
の

女
性

研
究

者
が

活
躍

す
る

た
め

の
採

用
・
昇

進
等

の
人

事
シ

ス
テ

ム
の

工
夫

の
状

況
0
.1

1
0
.1

6
-
0
.1

9
-

Q
2
-
1
0

地
域

が
抱

え
て

い
る

課
題

解
決

の
た

め
に

、
大

学
・

公
的

研
究

機
関

は
、

地
域

ニ
ー

ズ
に

即
し

た
研

究
に

積
極

的
に

取
り

組
ん

で
い

る
か

0
.1

2
0
.1

3
-
0
.2

4
0
.1

9

Q
3
-
8

科
学

技
術

を
も

と
に

し
た

ベ
ン

チ
ャ

ー
創

業
へ

の
支

援
の

状
況

0
.1

0
0
.1

7

外
国

人
研

究
者

の
状

況
研

究
開

発
人

材
育

成
の

状
況

Q
3
-
9

総
合

特
区

制
度

の
活

用
、

実
証

実
験

な
ど

先
駆

的
な

取
り

組
み

の
場

の
確

保
の

状
況

0
.0

4
0
.0

9

問
質

問
内

容
全

体
大

学
公

的
研

究
機

関
イ

ノ
ベ

俯
瞰

問
質

問
内

容
全

体
大

学
公

的
研

究
機

関
イ

ノ
ベ

俯
瞰

社
会

と
科

学
技

術
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

政
策

の
関

係
Q

3
-
1
0

政
府

調
達

や
補

助
金

制
度

な
ど

、
市

場
の

創
出

・
形

成
に

対
す

る
国

の
取

り
組

み
の

状
況

0
.0

1
0
.0

4

Q
1
-
1
3

外
国

人
研

究
者

数
の

状
況

0
.2

3
0
.2

5
0
.1

2
-

Q
2
-
1
3

産
業

界
や

社
会

が
求

め
る

能
力

を
有

す
る

研
究

開
発

人
材

の
提

供
-
0
.0

2
-
0
.0

7
-
0
.1

7
0
.0

2

問
質

問
内

容
全

体
大

学
公

的
研

究
機

関
イ

ノ
ベ

俯
瞰

Q
3
-
1
1

産
学

官
が

連
携

し
て

国
際

標
準

を
提

案
し

、
世

界
を

リ
ー

ド
す

る
よ

う
な

体
制

整
備

の
状

況
0
.0

6
0
.1

1

Q
1
-
1
4

外
国

人
研

究
者

を
受

け
入

れ
る

体
制

の
状

況
0
.0

4
0
.0

9
-
0
.2

8
-

Q
2
-
1
4

研
究

開
発

人
材

の
育

成
に

向
け

た
民

間
企

業
と

の
相

互
理

解
や

協
力

の
状

況
0
.0

9
-
0
.0

1
0
.2

1
0
.2

0

Q
2
-
2
9

国
は

、
科

学
技

術
や

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
及

び
そ

の
た

め
の

政
策

の
内

容
や

、
そ

れ
ら

が
も

た
ら

す
効

果
と

限
界

等
に

つ
い

て
の

説
明

を
充

分
に

行
っ

て
い

る
か

0
.0

9
0
.1

0
-
0
.2

1
0
.1

4

Q
3
-
1
2

我
が

国
が

強
み

を
持

つ
技

術
や

シ
ス

テ
ム

の
海

外
展

開
に

つ
い

て
の

、
官

民
が

一
体

と
な

っ
た

取
り

組
み

の
状

況
0
.3

2
0
.4

2
-
0
.1

1

大
学

・
公

的
研

究
機

関

大
学

・
公

的
研

究
機

関

社
会

と
科

学
技

術
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

政
策

-
0
.2

4

-
0
.1

8

-
0
.1

4

-
0
.1

4

研
究

者
の

多
様

性

科
学

技
術

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
に

関
す

る
新

た
な

シ
ス

テ
ム

の
構

築

0
.3

3

-
0
.3

5

-
0
.0

3

研
究

環
境

や
研

究
施

設
・
設

備

基
礎

研
究

-
0
.0

6

0
.1

2

0
.1

0

重
要

課
題

の
達

成
に

向
け

た
推

進
体

制
構

築

若
手

人
材

科
学

技
術

予
算

や
知

的
・
研

究
情

報
基

盤

産
学

官
連

携

指
数

が
0
.5

以
上

上
昇

指
数

が
0.

3以
上

上
昇

指
数

の
変

化
が

-0
.3

～
0.

3

指
数

が
0.

3以
上

低
下

指
数

が
0
.5

以
上

低
下

状
況

に
問

題
は

な
い

(指
数

5
.5

以
上

）

ほ
ぼ

問
題

は
な

い
(指

数
4
.5

以
上

～
5
.5

未
満

）

不
充

分
(指

数
3
.5

以
上

～
4
.5

未
満

）

不
充

分
と

の
強

い
認

識
(指

数
2
.5

以
上

～
3
.5

未
満

）

著
し

く
不

充
分

と
の

認
識

(指
数

2
.5

未
満

）
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概
要

図
表

 
4
 
 
科

学
技

術
の

状
況

に
係

る
総

合
的

意
識

調
査

(N
IS

T
E
P

定
点

調
査

2
0
1
1
～

2
0
1
5
)結

果
一

覧
(大

学
グ

ル
ー

プ
別

、
大

学
部

局
分

野
別

) 

 

                                                        注
：
 

指
数

変
化

の
セ

ル
の

色
の

濃
さ

は
指

数
の

変
化

の
大

き
さ

に
対

応
し

て
い

る
。

天
気

マ
ー

ク
は

指
数

の
絶

対
値

、
天

気
マ

ー
ク

の
下

の
数

値
は

N
IS

T
E
P

定
点

調
査

20
11

～
1
5

に
か

け
て

の
指

数
変

化
を

示
し

て
い

る
。

 

問
質

問
内

容
第

1
グ

ル
ー

プ
第

2
グ

ル
ー

プ
第

3
グ

ル
ー

プ
第

4
グ

ル
ー

プ
理

学
工

学
農

学
保

健
問

質
問

内
容

第
1
グ

ル
ー

プ
第

2
グ

ル
ー

プ
第

3
グ

ル
ー

プ
第

4
グ

ル
ー

プ
理

学
工

学
農

学
保

健
問

質
問

内
容

第
1
グ

ル
ー

プ
第

2
グ

ル
ー

プ
第

3
グ

ル
ー

プ
第

4
グ

ル
ー

プ
理

学
工

学
農

学
保

健

Q
1
-
1

若
手

研
究

者
数

の
状

況

-
0
.2

4
0
.1

2
-
0
.0

4
0
.0

4
-
0
.1

8
0
.2

3
0
.5

2
-
0
.2

1

Q
1
-
1
8

研
究

開
発

に
か

か
る

基
本

的
な

活
動

を
実

施
す

る
う

え
で

の
基

盤
的

経
費

の
状

況
-
0
.9

7
-
0
.5

5
-
0
.4

4
-
0
.1

7
-
1
.0

6
-
0
.5

3
-
0
.2

2
-
0
.2

4

Q
2
-
1
0

地
域

が
抱

え
て

い
る

課
題

解
決

の
た

め
に

、
大

学
・
公

的
研

究
機

関
は

、
地

域
ニ

ー
ズ

に
即

し
た

研
究

に
積

極
的

に
取

り
組

ん
で

い
る

か
0
.1

3
0
.1

7
0
.2

7
-
0
.0

6
0
.2

0
-
0
.0

8
0
.3

4
0
.1

6

Q
1
-
2

若
手

研
究

者
に

自
立

と
活

躍
の

機
会

を
与

え
る

た
め

の
環

境
整

備
の

状
況

-
0
.4

0
-
0
.1

0
-
0
.4

1
0
.1

9
-
0
.2

9
-
0
.2

3
-
0
.1

4
-
0
.0

1

Q
1
-
1
9

科
学

研
究

費
助

成
事

業
（
科

研
費

）
に

お
け

る
研

究
費

の
使

い
や

す
さ

0
.9

1
0
.7

8
0
.8

5
0
.9

0
0
.9

2
0
.5

0
1
.1

5
1
.1

2

Q
1
-
3

若
手

研
究

者
の

自
立

性
（
例

え
ば

、
自

主
的

・
独

立
的

に
研

究
開

発
を

遂
行

す
る

能
力

）
の

状
況

-
0
.3

4
-
0
.1

8
-
0
.4

1
-
0
.0

4
-
0
.6

6
-
0
.2

0
-
0
.2

4
-
0
.0

9

Q
1
-
2
0

研
究

費
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取
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、
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を
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技
術
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お
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第
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第
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第
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携
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況
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指数がプラス変化をみせた上位 10 の質問の傾向 

第 4 期科学技術基本計画期間中に、最も大きな指数上昇をみせたのは、科研費の使いやす

さについての質問であり、これにリサーチ・アドミニストレーター(URA)の育成・確保の状況の質

問が続いている。 

科研費の使いやすさについての質問(概要図表 5 及び概要図表 6 の Q1-19)では、NISTEP 定点調査 2011

時点と比べて指数(充分度を 1～10 に指数化した値)が大きく上昇し、NISTEP 定点調査 2015 時点では、使い

やすさにほぼ問題は無いとの認識が示されている。5 年間の指数上昇が NISTEP 定点調査の中で一番大きい

のが本質問であった。多くの回答者が使いやすさ向上の理由に、年度間繰越や基金化をあげた。 

概要図表 5  科学研究費助成事業(科研費)における研究費の使いやすさの状況 

 

注: 指数は 0(不充分)～10(充分)の値をとる。指数が 5.5 以上は「状況に問題はない( )」、4.5 以上～5.5 未満は「ほぼ問題はない ( )」、3.5 以上～

4.5 未満は「不充分( )」、2.5 以上～3.5 未満は「不充分との強い認識( )」、2.5 未満は「著しく不充分との認識( )」としている。 

リサーチ・アドミニストレーター(URA)の育成・確保の状況(概要図表 6 の Q1-22)についても指数が上昇し、

第 4 期科学技術基本計画期間中に進展がみられた。しかし、著しく不充分との認識が継続している。本質問に

ついては、充分度を上げた理由として URA 組織の設置・充実や URA の採用を述べているものが多くみられ

た。 

ただし、URA の質問で充分度を下げた理由として、部局単位でメリットが実感できるには至っていない、経験

不足の人材が採用されているなどの意見もみられた。また、URA が採用されている一方で、産学連携のコーデ

ィネータが減っているとの指摘もみられる。今後は、適材適所に適正規模の人材配置を行うことで、URA の活

動を大学等の研究活動の活発化につなげていく必要があると考えられる。 

 

また、課題達成に向けた各種の取組み（自然科学における分野間連携、官民一体の海外展

開、各種プロジェクトの実施、規制緩和等）において、一定の進展がみられたと NISTEP 定点

調査の回答者は認識している。 

第 4 期科学技術基本計画では、我が国が取り組むべき課題（重要課題）をあらかじめ設定し、その達成に向

けて、科学技術政策に加えてイノベーション政策も対象に含め、これらを一体的に推進することを基本方針の

1 つとして掲げている。 

過去 5 年の NISTEP 定点調査の結果をみると、2011～15 年度の間に指数がプラス変化をみせた質問の上

位 10(概要図表 6)のうち、5 個がイノベーション政策についての質問となっている。 

充分度をあげた理由をみると、医工連携といった自然科学の分野間連携が進展しているとの指摘や現政権

の海外展開の取組みについて述べる意見がみられた。また、国家プロジェクトとしては「戦略的イノベーション

創造プログラム(SIP)」「革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）」「センター・オブ・イノベーション（COI）プロ

グラム」などがあげられている。また、規制の導入や緩和等については、この5年間で「再生医療等安全性確保

法(再生医療新法)」、「薬事法の改正」、「燃料電池自動車に関連した規制の緩和」、「先駆け審査指定制度」

第1グ
ループ

第2グ
ループ

第3グ
ループ

第4グ
ループ

理学 工学 農学 保健

Q1-19

科学研究費助成事業（科研費）におけ
る研究費の使いやすさ

0.85 0.44 - 0.91 0.78 0.85 0.90 0.92 0.50 1.15 1.12
2011 4.5 4.7 4.7 4.3 4.8 4.5 5.0 5.1 4.1 3.8
2012 4.9 4.8 5.3 4.7 5.1 4.8 5.7 5.4 4.6 4.0
2013 5.2 4.9 5.6 5.0 5.3 5.0 5.9 5.4 5.0 4.5
2014 5.3 5.0 5.6 5.0 5.6 5.1 5.8 5.5 5.2 4.7
2015 5.4 5.1 5.7 5.1 5.6 5.4 5.9 5.6 5.3 4.9

問 質問内容 大学
公的研
究機関

イノベ俯
瞰

大学グループ別 大学部局分野別
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などの規制緩和の動きがあげられた。 

これらの結果から、第 4 期科学技術基本計画期間中に、課題達成に向けた各種の取組み（自然科学におけ

る分野間連携、官民一体の海外展開、各種プロジェクトの実施、規制緩和等）については、一定の進展がみら

れたと NISTEP 定点調査の回答者は認識していることが分かる。しかしながら、指数の絶対値をみると、いまだ

不充分との認識が示されている質問が多く、更なる進展が求められている。 

なお、イノベーション政策にかかわる質問のうち、重要課題に向けた国による研究開発の選択と集中につい

ての質問で充分度を上げた回答者の中には、「選択と集中が過度になっている懸念を持っている」、「選択と集

中は充分だが、多様性を低下させている」との意見もみられた。 

 

概要図表 6  NISTEP 定点調査 2011 から 2015 にかけて指数のプラス変化が上位 10 位に入る質問 

 

注 1： 指数変化のセルの色の濃さは指数の変化の大きさに対応している。上段が NISTEP 定点調査 2011～15 にかけての指数変化、下段(カッコ内)が

NISTEP 定点調査 2014～15 にかけての指数変化を示している。 

注 2: 指数は 0(不充分)～10(充分)の値をとる。指数が 5.5 以上は「状況に問題はない( )」、4.5 以上～5.5 未満は「ほぼ問題はない ( )」、3.5 以上～

4.5 未満は「不充分( )」、2.5 以上～3.5 未満は「不充分との強い認識( )」、2.5 未満は「著しく不充分との認識( )」としている。 

質問番号 分類 質問
指数変化
(全回答)

充分度の変更理由の例
指数値
2015

Q1-19 研究環境
科学研究費助成事業（科研
費）における研究費の使いや
すさ

0.79
(0 .13)

・ 年度間繰り越しが円滑に行われるようになった
・ 基金化により使い勝手が改善
・ 研究に集中できるように負担を減らす工夫が進んでいると感じる
・ 研究費の年度間繰越は、無駄の無い研究を進める上で、とても役立っている 等

5.4

Q1-22 研究環境

研究活動を円滑に実施するた
めの業務に従事する専門人材
（リサーチアドミニストレータ）
の育成・確保の状況

0.35
(0 .09)

・ URA組織との連携が密になった
・ URA組織の設置・充実
・ URAの増員、研究大学強化促進事業によるURAの採用
・ 研究費申請へのURAによる支援 等

2.4

Q3-04
イノベー

ション政策

重要課題達成に向けた技術
的な問題に対応するための、
自然科学の分野を超えた協力
は充分か。

0.34
(0 .07)

・ 大学等の機能強化といったスローガンによって、学際研究がやりやすくなってきてい
る
・ ロボット関連で医工連携が出ている
・ 人間を意識した研究が多くなってきており(脳科学、人工知能、快適性等)、協力・連
携が進んだと感じる 等 3.6

Q3-12
イノベー

ション政策

我が国が強みを持つ技術やシ
ステムの海外展開について
の、官民が一体となった取り
組みの状況

0.32
(0 .04)

・ 経済産業省が実施するアウトバウンド事業等の政策に期待
・ 新幹線とグリーンテクノロジーの海外展開は積極的に行っており評価
・ 現在の政府には、その姿勢が感じられる
・ 海外連携は進行中。だが実際に行おうとすると、中小企業にはハードルが高い 等

2.8

Q3-03
イノベー

ション政策

重要課題達成に向けた、国に
よる研究開発の選択と集中は
充分か。

0.30
(0 .10)

・ 選択と集中が過度になっている懸念を持っている
・ 選択と集中は充分だが、多様性を低下させている
・ 適切に選択と集中が出来ていると考えている
・ 医療、環境問題解決など特定の分野から成果があがりつつある 等

3.9

Q3-02
イノベー

ション政策

科学技術イノベーションを通じ
て重要課題を達成するための
戦略や国家プロジェクトが、産
学官の協力のもと充分に実施
されているか

0.24
(0 .03)

・ 「戦略的イノベーション創造プログラム(SIP)」「革新的研究開発推進プログラム
（ImPACT）」「センター・オブ・イノベーション（COI）プログラム」といった産学官プロジェ
クトの進展
・ 日本医療研究開発機構(AMED)に期待 等

3.6

Q1-13 研究人材 外国人研究者数の状況 0.23
(0 .09)

・ 所属部局で外国人の特任助教が全体の10％近くに達した
・ 外国人研究者・教員枠が設定され、実際に採用されている
・ グローバル30や後継プログラムで外国人教員数が増加
・ 文部科学省の諸政策(スーパーグローバル大学等事業、研究大学強化促進事業)で
環境整備は進みつつある 等 2.8

Q1-20 研究環境
研究費の基金化は、研究開発
を効果的・効率的に実施する
のに役立っているか

0.23
(0 .04)

・ 自由度が増し、不測の事態に対応できる
・ 過去3年の経験から、基金化による年度末の無駄な出費・労力を軽減できることを
経験
・ 年度ごとの予算の使い切りを気にしなくてよいため、研究期間内でフレキシブルな運
用ができる 等 7.3

Q3-07
イノベー

ション政策

規制の導入や緩和、制度の充
実や新設などの手段の活用状
況

0.16
(-0.04)

・ 先駆け審査指定制度が試行的に実施されている
・ 研究開発特区など特区制度の地方への分散
・ 医療機器の審査の迅速化などで改善
・ 医療分野、特に再生医療などの制度が整備 等

2.8

Q2-02
産学官連

携
民間企業が持つニーズ（技術
的課題等）への関心の状況

0.15
(0 .03)

・ 産学連携を担当する部署の設立や機能向上
・ 多くの機関において社会からの要請・社会ニーズを強く意識するようになってきてい
る
・ 展示会での民間の技術者との意見交換、企業が参加する集会等への参加
・ 取り上げる課題に民間企業が関与するものが増えてきた 等 4.8
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指数がマイナス変化をみせた上位 10 の質問の傾向 

第 4 期科学技術基本計画期間中に、大学・公的研究機関における研究活動の基盤（研究人

材、研究環境、基礎研究）への危機感が増大した。 

第 4 期科学技術基本計画期間中に進展がみられる点がある一方、NISTEP 定点調査 2011 時点と比べて、

不充分との認識が増えている質問も見られる。総じて研究人材、研究環境、基礎研究にかかわる質問におい

て、指数が低下もしくは低下傾向の質問が多く(概要図表 7)、大学や公的研究機関における研究活動の基盤

（研究人材、研究環境、基礎研究）についての危機感が増大している。 

 

概要図表 7  NISTEP 定点調査 2011 から 2015 にかけて指数のマイナス変化が上位 10 位に入る質問 

 

注 1： 指数変化のセルの色の濃さは指数の変化の大きさに対応している。上段が NISTEP 定点調査 2011～15 にかけての指数変化、下段(カッコ内)が

NISTEP 定点調査 2014～15 にかけての指数変化を示している。 

注 2: 指数は 0(不充分)～10(充分)の値をとる。指数が 5.5 以上は「状況に問題はない( )」、4.5 以上～5.5 未満は「ほぼ問題はない ( )」、3.5 以上～

4.5 未満は「不充分( )」、2.5 以上～3.5 未満は「不充分との強い認識( )」、2.5 未満は「著しく不充分との認識( )」としている。 

質問番号 分類 質問
指数変化
(全回答)

充分度の変更理由の例
指数値
2015

Q1-18 研究環境
研究開発にかかる基本的な活
動を実施するうえでの基盤的
経費の状況

-0.62
(-0.19)

・ 学長裁量経費への重点化がなされたので、部局や各教員へ配分される基盤的研究
費が減額になった
・ 運営費交付金が経時的に大幅に減額される中で固定費まで切り込んで対応せざる
を得ない
・ 実験系の研究活動を維持するのに必要な額を下回っている 等 2.3

Q1-06 研究人材
現状として、望ましい能力を持
つ人材が、博士課程後期を目
指しているか。

-0.57
(-0.17)

・ 就職状況の好転により、就職を選択する学生が増加
・ 優秀な人材は修士課程から企業へ就職、そうでない人材が博士課程後期に進学す
る傾向
・ 経済的理由によって進学を断念する事例が見られる
・ キャリアパスの不安から、優秀な人材が博士課程後期への進学を敬遠 等 3.0

Q1-24 研究環境

研究施設・設備の程度は、創
造的・先端的な研究開発や優
れた人材の育成を行うのに充
分か。

-0.49
(-0.07)

・ 既存の施設や設備の老朽化・陳腐化が生じている
・ 中型から大型の機器の導入が行いにくい状況にある
・ 維持・管理が充分でない
・ 装置等の更新頻度の低下 等

4.4

Q2-22 基礎研究
将来的なイノベーションの源と
しての基礎研究の多様性の状
況

-0.43
(-0.14)

・ 応用研究、出口志向の研究、大型プロジェクト研究に予算が集中している
・ 基礎研究への支援は相対的に減少している
・ 研究費獲得の必要性が増し、実績のある分野の研究を優先
・ 短期的、流行を追った研究が増加 等

3.0

Q2-23 基礎研究
将来的なイノベーションの源と
して独創的な基礎研究が充分
に実施されているか

-0.40
(-0.16)

・ 大学における成果重視の傾向が強まり、研究分野が画一化しつつある。
・ 大学にますます自由や余裕が無くなっている(基盤的研究費の減少、各種大学改革
による疲弊、制度に振り回されている)
・ 長期的な視点に立った基礎研究が行いにくい環境になりつつある。
・ 独創的の評価には時間がかかるので、長期的な支援が必要 等 3.0

Q2-17 研究環境

政府の公募型研究費(競争的
研究資金等)にかかわる間接
経費は、充分に確保されてい
るか

-0.36
(-0.07)

・ 米国の大学と同じ程度の間接経費を確保すべきだと考える
・ 競争的資金の研究・事務支援体制の構築に間接経費が必要であるが、金額が不充
分で支援体制の充実が図れない
・ 経常費が削減される中で、間接経費の研究推進への有効利用は望めない現状であ
る 等 4.0

Q1-16 研究人材

研究者の業績評価において、
論文のみでなくさまざまな観点
からの評価が充分に行われて
いるか

-0.35
(-0.03)

・ 論文による評価に偏重がみられる
・ インパクトファクター重視の評価に偏ってきた
・ 自己評価に関しては論文以外も評価されるが、採用や昇進人事に関しては論文に
強く偏重
・ 異動などするためには、結局論文数のみである 等 4.5

Q1-21 研究環境
研究時間を確保するための取
り組みの状況

-0.31
(-0.06)

・ 人員削減による教員や事務職員の減少に伴う教員等の負担の増加
・ 中期計画の策定や大学改革等にかかる組織マネジメント業務の拡大
・ サイトビジット対応や月報作成など、外部資金獲得に起因する事務作業の増大
・ 診療により多くのエフォートを求められ、マネジメントの工夫などでは追いつかない
等 2.2

Q2-19 研究環境
我が国における知的基盤や研
究情報基盤の状況

-0.30
(-0.03)

・ 閲覧できる雑誌や電子ジャーナルが減った。著名科学誌の論文さえダウンロードで
きないことがある（図書費や論文購読費の高騰）
・ 研究情報基盤への投資が欧米と比べて貧弱になっている
・ 先進的な取組みには資金が充当されるが、肝心の広がりが無い 等

4.2

Q2-16 研究環境

科学技術に関する政府予算
は、日本が現在おかれている
科学技術の全ての状況を鑑み
て充分か

-0.28
(-0.16)

・ 科学技術予算を増加させている諸外国と比較して充分とは言えない
・ 国際社会における最近の日本の技術的な地位は下がりつつあるように見受けられ
る
・ 競争的資金の量が増えているものの、運営費交付金が大幅に減っており、多様性
に富んだ研究の推進が困難 等 2.7
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特に「研究開発にかかる基本的な活動を実施するうえでの基盤的経費」が充分でないという

認識が急激に増した。加えて、公募型研究費にかかる間接経費についても不充分との認識が

増加している。 

なかでも、最も指数が低下しているのは、大学や公的研究機関において研究開発にかかる基本的な活動を

実施するうえでの基盤的経費の状況についての質問である(概要図表 7 の Q1-18)。特に公的研究機関につ

いては、NISTEP 定点調査 2011 時点と比べて指数が 1.57 ポイント低下した(概要図表 8)。これは、約 8 割の回

答者が充分度を 1 段階下げたことに相当する。加えて、2014～15 年度の 1 年間で、約 0.8 ポイント指数が低下

し、基盤的経費が充分でないという認識が急激に増した。 

日本における論文シェアをもとにした大学グループ別の状況を見ても、第 1～3 グループにおいて指数が低

下もしくは低下傾向にあり、不充分であるとの認識が強まっている。最も論文シェアの高い第 1 グループについ

ては、2011～15 年度に指数が 0.97 ポイント低下している。第 2、3 グループについては、指数の値が 1.7 であ

り、基盤的経費が著しく不充分であるとの認識が示されている。 

過去 10 年間にわたり、国は外部資金を増加させることで、競争的な環境の醸成を試みた。他方で、国立大

学や公的研究機関の運営費交付金は長期的に減少している。これらの結果として、経常的な人件費による安

定的なポストは減少し、運営費交付金等と比べて相対的に継続性の低い外部資金等による任期付ポストの若

手研究者が増加するという構造が生じている1。実際、NISTEP 定点調査の自由記述では、人件費抑制の影響

で、定年等で退職があっても若手研究者を採用できないとの記述が多数みられた。 

概要図表 8  研究開発にかかる基本的な活動を実施するうえでの基盤的経費の状況 

 
注: 指数は 0(不充分)～10(充分)の値をとる。指数が 5.5 以上は「状況に問題はない( )」、4.5 以上～5.5 未満は「ほぼ問題はない ( )」、3.5 以上～

4.5 未満は「不充分( )」、2.5 以上～3.5 未満は「不充分との強い認識( )」、2.5 未満は「著しく不充分との認識( )」としている。 

これに加えて、公募型研究費にかかる間接経費についても不充分との認識が増加している(概要図表 7 の

Q2-17)。NISTEP 定点調査 2011 時点と比べて、大学では 0.53 ポイント、公的研究機関では 0.61 ポイント指数

が低下した(概要図表 9)。大学グループ別では第 1 グループにおいて特に不充分との認識が増している。 

この質問については、業務内容によって認識が異なっている。業務内容が主にマネジメントである回答者は

不充分との強い認識を示している一方で、業務内容が主に研究（教育研究）の回答者は、NISTEP 定点調査

2011 時点と比べて指数は低下しているが、ほぼ問題はないとの認識を示している。充分度を下げた理由として、

「研究・事務支援体制の構築に間接経費が必要であるが、金額が不充分である」といった指摘がなされている。

基盤的な経費が減少する中、マネジメントサイドでは間接経費を組織運営に活用しようとしており、このため不

充分との認識が相対的に大きくなっていることが考えられる。 

                                               
1
 「運営費交付金における本質的な問題は、経常的な人件費が減少していることと、人件費と他の費目が分かれており経営上の裁量が利

きにくい点である。」との指摘が定点調査委員会においてなされた。 

第1グ
ループ

第2グ
ループ

第3グ
ループ

第4グ
ループ

理学 工学 農学 保健

Q1-18

研究開発にかかる基本的な活動を実
施するうえでの基盤的経費の状況

-0.47 -1.57 - -0.97 -0.55 -0.44 -0.17 -1.06 -0.53 -0.22 -0.24
2011 2.7 4.0 2.9 2.2 2.2 3.7 3.0 3.1 1.7 2.5
2012 2.6 3.8 2.6 2.1 2.1 3.5 2.9 2.9 1.5 2.3
2013 2.5 3.4 2.3 2.0 2.1 3.5 2.6 2.8 1.4 2.3
2014 2.4 3.2 2.1 1.9 2.0 3.4 2.4 2.5 1.6 2.3
2015 2.3 2.4 2.0 1.7 1.7 3.5 2.0 2.6 1.5 2.3

大学問 質問内容
公的研
究機関

イノベ
俯瞰

大学グループ別 大学部局分野別
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概要図表 9  政府の公募型研究費にかかる間接経費の状況 

  
注: 指数は 0(不充分)～10(充分)の値をとる。指数が 5.5 以上は「状況に問題はない( )」、4.5 以上～5.5 未満は「ほぼ問題はない ( )」、3.5 以上～

4.5 未満は「不充分( )」、2.5 以上～3.5 未満は「不充分との強い認識( )」、2.5 未満は「著しく不充分との認識( )」としている。 

 

「望ましい能力を持った人材が博士課程後期を目指していない」との認識が継続して示されて

いる。 

NISTEP 定点調査 2011 時点からの指数変化を見ると、博士課程後期を目指す人材の状況についての質問

も指数の低下が大きい(概要図表 7 の Q1-06)。指数低下の大きさは、基盤的経費の質問に続く。また、ほとん

どの属性において指数が低下もしくは低下傾向にある(概要図表 10)。 

この質問については、第 3 期科学技術基本計画期間中(2006～10 年度)に実施した NISTEP 定点調査でも、

望ましい能力を持った人材が博士課程後期を目指していないとの認識が増加していた。日本の大学において

は、学生は研究を実施するうえで欠くことのできない存在であることが示されている。また、10 年前に博士課程

後期に進学した学生は、今は 30 代半ばとなっており、長期的に見ると博士課程後期に進学する人材の質の低

下は、研究者の質の低下に通じる可能性もある。 

過去の調査と第 4 期基本計画期間中の NISTEP 定点調査では回答者集団の設計が異なるために、調査結

果を接続することは出来ない。しかし、このトレンドが長期的に続いている場合、博士課程学生の教育を通じて、

研究を担う人材の質を確保しないと、我が国の研究力に短期的・長期的に影響を及ぼす可能性がある。 

概要図表 10  博士課程後期を目指す人材の状況 

 
注: 指数は 0(不充分)～10(充分)の値をとる。指数が 5.5 以上は「状況に問題はない( )」、4.5 以上～5.5 未満は「ほぼ問題はない ( )」、3.5 以上～

4.5 未満は「不充分( )」、2.5 以上～3.5 未満は「不充分との強い認識( )」、2.5 未満は「著しく不充分との認識( )」としている。 

 

また、将来的なイノベーションの源としての基礎研究の多様性や独創性が充分ではないとの

認識が高まっている。 

将来的なイノベーションの源としての基礎研究の多様性及び独創性の状況の質問ともに、NISTEP 定点調査

2011 時点と比べて指数が 0.4 ポイント程度低下している。NISTEP 定点調査を構成する 57 の質問の中では、4

番目、5 番目に指数の低下が大きい(概要図表 7 の Q2-22 と Q2-23)。 

大学グループ別の第 1 グループでは基礎研究の多様性や独創性が充分ではないとの認識が、NISTEP 定

第1グ
ループ

第2グ
ループ

第3グ
ループ

第4グ
ループ

Q2-17

政府の公募型研究費(競争的研究資
金等)にかかわる間接経費は、充分に
確保されているか -0.53 -0.61 0.01 -0.85 -0.55 -0.18 -0.53

2011 4.7 4.8 3.8 5.0 4.4 4.6 4.7
2012 4.5 4.6 3.7 4.9 4.1 4.5 4.5
2013 4.4 4.4 3.7 4.9 4.1 4.3 4.4
2014 4.2 4.5 3.8 4.3 4.0 4.4 4.2
2015 4.1 4.2 3.8 4.1 3.9 4.4 4.2

問 質問内容 大学
公的研
究機関

イノベ俯
瞰

大学グループ別

主に研究
(教育研究)

主に
マネージメント

研究(教育研
究)とマネージ
メントが半々

-0.56 -0.26 -0.36
5.1 3.3 4.2
4.9 3.3 3.8
4.7 3.3 4.0
4.6 3.1 3.9
4.5 3.1 3.8

業務内容別
（大学・公的研究機関Gを対象）

第1グ
ループ

第2グ
ループ

第3グ
ループ

第4グ
ループ

理学 工学 農学 保健

Q1-6

現状として、望ましい能力を持つ人材
が、博士課程後期を目指しているか

-0.56 -0.73 - -0.65 -0.50 -0.45 -0.66 -0.68 -0.26 -0.70 -0.67
2011 3.5 4.2 3.7 3.3 3.4 3.7 3.6 3.0 3.2 3.7
2012 3.2 3.9 3.3 3.2 3.2 3.3 3.3 2.8 3.3 3.3
2013 3.2 3.7 3.1 3.0 3.1 3.4 3.1 2.8 3.0 3.2
2014 3.1 3.5 3.2 2.9 3.2 3.3 3.2 2.7 2.8 3.2
2015 2.9 3.5 3.0 2.8 3.0 3.0 2.9 2.7 2.5 3.0

問 質問内容
公的研
究機関

イノベ
俯瞰

大学グループ別 大学部局分野別

大学
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点調査 2011 時点と比べて大幅に増加した(概要図表 11)。また、第 2 グループや公的研究機関についても不

充分との認識が増している。 

基礎研究の多様性や独創性の質問については、イノベーション俯瞰グループにおいても、不充分との認識

が増加している。つまり、我が国の一線級の研究者や有識者は、所属するセクターを問わず、我が国の基礎研

究の多様性や独創性を向上していく必要があると考えていることが分かる。 

概要図表 11  将来的なイノベーションの源としての基礎研究の多様性や独創性の状況 

 

注: 指数は 0(不充分)～10(充分)の値をとる。指数が 5.5 以上は「状況に問題はない( )」、4.5 以上～5.5 未満は「ほぼ問題はない ( )」、3.5 以上～

4.5 未満は「不充分( )」、2.5 以上～3.5 未満は「不充分との強い認識( )」、2.5 未満は「著しく不充分との認識( )」としている。 

 

大学や公的研究機関における過去 10 年の研究活動や若手研究者の雇用形態の変化 

過去 10 年間で、大学や公的研究機関の研究活動は内容及び研究者の行動の両面で変化し

ている。その変化には研究の多様性の確保という観点からは好ましくない点も見られる。 

将来的なイノベーションの源としての基礎研究の多様性の状況については、NISTEP 定点調査 2011 時点と

比べて、不充分との認識が増している。これを踏まえ、NISTEP 定点調査 2014 では深掘調査として、過去 10 年

の大学や公的研究機関における研究活動の変化について質問した。その際、1)研究の内容と 2)研究者の行

動(研究の期間や成果の種類・出し方)の 2 つの側面に注目した。 

過去 10 年間における大学や公的研究機関の研究活動を内容面でみると(概要図表 12)、「社会的課題の

解決や経済的な価値の創出を直接的な目的とした研究」、「組織ミッション(地域貢献、社会貢献など)に合わせ

た研究」、「異分野の融合を目指す研究」が増えているとの認識が示されている。また、研究者の活動に注目す

ると(概要図表 13)、「研究の成果として論文以外のアウトプット(特許、技術の実装等)を出す研究者」が増えて

いるとの認識が増えている。 

課題達成等は第 4 期科学技術基本計画でも重視されている点であり、これらの変化については、科学技術

基本計画のもとで進められている各種政策の効果が出た結果と考えられる。 

他方で、「一時的な流行を追った研究」が増えているとの認識、「新たな研究テーマを見出すための探索的

な研究」、「新しい研究領域を生み出すような挑戦的な研究」については、その度合いはそれほど高くはないが、

減っているとの認識が示されている。また、研究者の行動に注目すると、「短期的な成果が出ることを強く志向

する研究者」、「成果の出る確実性が高い研究を行う研究者」、「(評価に対応するために)成果を細切れに発表

する研究者」が増えているとの認識が示されているのに加えて、「長期的な研究戦略を重視して、研究テーマ

にじっくりと取り組む研究者」については減っているとの認識が示されている。 

第1グ
ループ

第2グ
ループ

第3グ
ループ

第4グ
ループ

理学 工学 農学 保健

Q2-22

将来的なイノベーションの源としての
基礎研究の多様性の状況

-0.43 -0.47 -0.40 -0.85 -0.48 -0.31 -0.18 -0.72 -0.56 -0.46 -0.19
2011 3.3 3.5 3.7 3.5 3.4 3.2 3.1 3.4 3.4 3.0 3.1
2012 3.1 3.4 3.5 3.4 3.2 3.0 3.0 3.2 3.3 2.9 3.0
2013 3.1 3.5 3.5 3.0 3.2 2.9 3.0 3.0 3.2 2.6 3.0
2014 3.0 3.2 3.4 2.8 3.1 3.0 3.0 2.8 3.1 2.7 2.9
2015 2.9 3.0 3.3 2.6 2.9 2.9 2.9 2.7 2.9 2.6 3.0

Q2-23

将来的なイノベーションの源として独
創的な基礎研究が充分に実施されて
いるか -0.38 -0.48 -0.40 -0.67 -0.49 -0.28 -0.09 -0.87 -0.42 -0.09 -0.24

2011 3.4 3.3 3.4 3.8 3.6 3.2 3.0 4.0 3.4 2.9 3.3
2012 3.3 3.1 3.3 3.6 3.5 3.2 2.9 3.9 3.2 3.0 3.1
2013 3.2 3.3 3.3 3.3 3.4 3.0 3.0 3.8 3.2 2.8 3.1
2014 3.2 3.1 3.1 3.2 3.3 3.1 3.1 3.5 3.1 2.8 3.1
2015 3.0 2.8 3.0 3.1 3.1 2.9 2.9 3.1 3.0 2.8 3.0

大学部局分野別

問 質問内容
公的研
究機関

イノベ
俯瞰

大学グループ別

大学
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概要図表 12  (2014 年度深掘調査)過去 10 年の大学や公的研究機関における研究活動の変化 

(研究の内容、回答者グループ別) 

 

注： 質問票では、2005 年頃と比べた数の変化について、大幅に減っている、減っている、変化なし、増えている、大幅に増えているから選択することを求

めた。上記のデータでは、大幅に減っている(-10 ポイント)、減っている(-5 ポイント)、変化なし(0 ポイント)、増えている(5 ポイント)、大幅に増えている(10

ポイント)として、指数化した結果を示している。 

 

概要図表 13  (2014 年度深掘調査)過去 10 年の大学や公的研究機関における研究活動の変化 

(研究者の行動、回答者グループ別) 

 

注： 質問票では、2005 年頃と比べた数の変化について、大幅に減っている、減っている、変化なし、増えている、大幅に増えているから選択することを求

めた。上記のデータでは、大幅に減っている(-10 ポイント)、減っている(-5 ポイント)、変化なし(0 ポイント)、増えている(5 ポイント)、大幅に増えている(10

ポイント)として、指数化した結果を示している。 

 

これらの変化は、いずれも研究の多様性の確保という観点からは好ましい変化とは言えない。この要因につ

いて確定的なことは言えないが、過去 10 年間における基盤的経費と競争的資金等の外部資金のバランスの

変化、それに伴う任期付きポストの増加、競争的資金等の外部資金のアロケーションの変化(大型資金とそれ

以外、基礎・応用・開発実用といった研究段階、研究分野、大学間の違い)、研究者の業績評価における論文

の過度の重視などに伴う副作用と考えられる。 

-0.9

-0.8

0.2

1.0

2.6

2.9

3.0

3.0

-1.4

-1.0

0.0

-0.6

2.0

2.4

2.3

2.4

-5.0 -4.0 -3.0 -2.0 -1.0 0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

新たな研究テーマを見出すための探索的な研究

新しい研究領域を生み出すような挑戦的な研究

細分化された知を俯瞰して総合的な観点から捉える研究

産業に必要な基盤技術についての研究(材料試験など)

一時的な流行を追った研究

異分野の融合を目指す研究

組織ミッション(地域貢献、社会貢献など)に合わせた研究

社会的課題の解決や経済的な価値の創出を直接的な目的とした研究

イノベーション俯瞰グループ 大学・公的研究機関グループ

減
っ

て
い

る

増
え

て
い

る

-4.7

1.8

2.8

3.0

3.7

4.6

-4.5

1.9

2.7

2.0

3.3

4.2

-5.0 -4.0 -3.0 -2.0 -1.0 0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

長期的な研究戦略を重視して、研究テーマにじっくりと取り組む研究者

研究の成果として論文以外のアウトプット(特許、技術の実装等)を出す研究者

(評価に対応するために)成果を細切れに発表する研究者

研究の成果として論文の数を重視する研究者

成果の出る確実性が高い研究を行う研究者

短期的な成果が出ることを強く志向する研究者

イノベーション俯瞰グループ 大学・公的研究機関グループ

減
っ

て
い

る

増
え

て
い

る
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過去10年間で若手研究者の雇用形態が変化しつつある。雇用形態の変化は、研究の多様性

や独創性にもかかわっている可能性がある。 

先に述べたように、大学や公的研究機関における運営費交付金の減少及び研究開発費における外部資金

割合の増加は、若手研究者の雇用の形態に変化をもたらしている。この状況を把握するために、NISTEP 定点

調査 2013 の深掘調査では、雇用形態別の若手研究者数が、2005 年頃と比べて増えているか、減っているか

を質問した。 

雇用形態別による若手研究者数に注目すると(概要図表 14)、2005 年頃と比べて全ての大学グループ及び

公的研究機関において任期無しの雇用の若手研究者が減少しているとの認識が示されている。他方、外部資

金で雇用されている任期付若手研究者については、増加しているとの認識が示されている。ただし、その度合

いは、大学グループによって異なっている。外部資金で雇用されている任期付若手研究者数が増えていると

の認識は第 1 グループにおいて最も高く、これに第 2 グループ、第 3 グループが続いている。 

 

概要図表 14  (2013 年度深掘調査)2005 年頃と比べた若手研究者数の変化についての認識 

 

注 1： ここでは若手研究者として、学生を除く 39 歳くらいまでのポストドクター、助教、准教授などを想定している。 

注 2： 1 から 5 の 5 点尺度で質問を行い、「1（大変減っている）」→-10 ポイント、「2(減っている）」→-5 ポイント、「3(変化なし)」→0 ポイント、「4(増えている)」

→5 ポイント、「5(大変増えている)」→10 ポイントとして指数の計算を行った。例えば全ての回答者が「2(減っている)」を選択すると指数は-5 となる。 

 

このような若手研究者の雇用形態の変化は、研究の多様性や独創性にもかかわっている可能性がある。 

NISTEP 定点調査 2013 では、若手・中堅研究者が独立した研究を実施する上での障害事項について尋ね

た(概要図表 15)。ここで、独立した研究を実施するとは、自ら発案した研究テーマについて、自ら研究マネジ

メント（研究資金の獲得、研究チームの形成など）をして、研究を実施することとした。 

‐6.0 ‐4.0 ‐2.0 0.0 2.0 4.0 6.0

第1グループ

第2グループ

第3グループ

第4グループ

公的研究機関

外部資金で雇用されている、任期付の若手研究者の数

自己資金で雇用されている、任期付の若手研究者の数

任期無の若手研究者の数

増えている減っている
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いずれの大学グループにおいても、「短期間の成果が求められるため、自ら発案した研究テーマに挑戦す

ることができない(研究室の方針に沿った形で研究を実施した方が、成果が出やすいなど)」の障害度が 1 番高

かった。これに続いて「安定的な研究資金の確保ができず、研究を発展させることが難しい(外部資金が継続し

て獲得できないと、研究の継続が困難になるなど)」が共通して障害となる事項として挙げられた。 

大学グループ別の状況をみると、第 1 グループにおいては「大型プロジェクトによる任期付雇用のため、研

究テーマを自由に設定できない」の障害度が高いとされた。他方、第 3、4 グループでは「スタートアップ資金が

充分ではなく、独立した研究を実施することが難しい(機器、研究スペース、研究スタッフが確保できないなど)」

の障害度が相対的に高くなっている。 

大学グループ間を比較すると、第 1 グループや第 2 グループでは、研究テーマ設定に課題があるとの認識

が高く、第 3 グループや第 4 グループでは、研究資金や研究環境に課題があるとの認識が高いといえる。これ

らの結果は、若手・中堅研究者が独立した研究を実施する研究環境を構築する際には、大学グループの状況

に応じた支援が必要であることを示唆している。 

 

概要図表 15  (2013 年度深掘調査)若手・中堅研究者が独立した研究を実施する際に障害となること 

[大学グループ別、公的研究機関] 

 

注 1： ここでは若手・中堅研究者を 20 代後半～40 代程度の研究者とした。 

注 2： 選択肢から上位 3 位まで選択する質問。1 位は 30/3、2 位は 20/3、3 位は 10/3 で重みづけを行い、障害と考えられる度合(障害度)をポイント化。円の

面積は障害度に比例。大学グループ別の第 1G における障害度の大きさの順で選択肢を並べている。 

注 3: 円の中の数字は障害度の大きさで順位づけした結果を示している。 

  

スタートアップ資金が充分ではなく、独立した研究を実施することが

難しい。

第1Ｇ
公的研究

機関
第2Ｇ 第3Ｇ 第4Ｇ

短期間の成果が求められるため、自ら発案した研究テーマに挑戦

することができない。

大型プロジェクトによる任期付雇用のため、研究テーマを自由に設

定できない。

雇用が不安定であるため、自ら発案した研究テーマに挑戦すること

ができない。

安定的な研究資金の確保ができず、研究を発展させることが難しい。

研究室(講座あるいは上司)の方針のため、研究テーマを自由に設

定できない。

研究マネジメントの負荷が高く、研究時間を充分に確保することが

できない。

1 1 1 1 1

2 7 10 12 2

3 3 3 6 3

3 2 2 2 6

5 5 6 7 5

6 4 4 4 4

7 6 5 3 9
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指数変化は大きくないが回答者属性によって認識の違いがみられた質問の傾向 

産学官連携の状況については、日本全体としては改善しつつあるとイノベーション俯瞰グルー

プの回答者は考えているが、大学グループによって認識の違いが見られる。 

大学グループ別にみると第3グループでは2011～15年度にかけて産学官連携についての質問の大部分で

指数がプラス変化を見せている(概要図表 16)。また、地域ニーズに即した研究に積極的に取り組んでいると

の認識が増加傾向にある。第 3 グループは、産学連携や地域への貢献において個性を発揮しつつあるといえ

る。他方、大学グループ別の第 1 グループや公的研究機関においては、民間企業との間の人材流動や交流、

民間企業との橋渡しをする人材の状況について不充分との認識が増加している。 

概要図表 16  各質問の指数の変化(2011 年度と 2015 年度の差)[産学官連携] 

 
注： 指数変化のセルの色の濃さは指数の変化の大きさに対応している。上段が 2011～15 年度にかけての指数変化、下段(カッコ内)が 2014～15 年度にか

けての指数変化を示している。天気マークは NISTEP 定点調査 2015 における状況を示している。 

 

第1G 第2G 第3G 第4G
公的研
究機関

イノベ
俯瞰

Q2-01 民間企業に対する技術シーズの情報発信の状況 0.10
(0.01)

-0.03
(0.08)

0.27
(0.07)

-0.09
(0.09)

-0.09
(0.00)

0.38
(0.00)

Q2-02 民間企業が持つニーズ（技術的課題等）への関心の状況 -0.16
(-0.06)

-0.08
(0.00)

0.20
(0.01)

-0.22
(0.04)

-0.17
(0.07)

0.55
(0.08)

Q2-03 民間企業が持つニーズ（技術的課題等）の情報が得られているか -0.18
(-0.18)

0.05
(0.08)

0.16
(-0.13)

0.08
(0.03)

-0.33
(-0.08)

0.35
(0.09)

Q2-04 民間企業との研究情報の交換や相互の知的刺激の量 -0.14
(-0.12)

0.04
(0.14)

0.16
(0.06)

-0.01
(0.09)

-0.13
(0.02)

0.24
(0.06)

Q2-05
民間企業との間の人材流動や交流（研究者の転出・転入や受入な
ど）の度合

-0.36
(-0.07)

-0.06
(0.03)

0.27
(0.05)

0.19
(0.17)

-0.46
(-0.04)

0.14
(0.00)

Q2-06
民間企業との橋渡し（ニーズとシーズのマッチング、産学官のコミュニ
ケーションの補助等）をする人材の状況

-0.40
(-0.22)

0.00
(0.12)

0.13
(0.22)

-0.15
(0.04)

-0.36
(0.00)

0.13
(0.01)

Q2-07
知的財産に関わる運用（知的財産の管理、権利の分配など）は円滑
か

-0.30
(0.09)

-0.31
(-0.08)

0.03
(0.18)

-0.27
(-0.01)

-0.14
(0.16)

0.11
(0.07)

Q2-08 研究開発から得られた知的財産の民間企業における活用状況 -0.02
(0.10)

-0.02
(0.12)

0.15
(0.07)

-0.35
(-0.04)

-0.21
(0.13)

-0.05
(-0.02)

Q2-09 産学官連携活動が、研究者の業績として充分に評価されているか -0.01
(-0.13)

0.06
(0.05)

0.05
(-0.03)

-0.08
(0.03)

-0.22
(0.00)

0.14
(0.07)

Q2-10
地域が抱えている課題解決のために、地域ニーズに即した研究に積
極的に取り組んでいるか

0.13
(-0.20)

0.17
(0.22)

0.27
(0.07)

-0.06
(-0.04)

-0.24
(0.09)

0.19
(0.03)

Q2-13 産業界や社会が求める能力を有する研究開発人材の提供 -0.15
(-0.13)

0.10
(0.02)

-0.12
(0.04)

-0.11
(0.08)

-0.17
(0.17)

0.02
(0.01)

Q2-14 研究開発人材の育成に向けた民間企業との相互理解や協力の状況 -0.43
(-0.17)

0.00
(0.01)

0.08
(0.00)

0.22
(-0.01)

0.21
(0.32)

0.20
(-0.01)

2011→2015の変化（2014→2015の変化）

シーズとニーズのマッチングの状況(3)

産学官の橋渡しの状況(4)

大学や公的研究機関の知的財産の活用状況(2)

地域が抱えている課題解決への貢献の状況(1)

研究開発人材育成の状況(2)
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イノベーション俯瞰グループにおいては、シーズとニーズのマッチングの状況についての質問(概要図表 16

の Q2-01～03)の全てで指数が上昇しており、産学官の橋渡しの状況についての質問(概要図表 16 の Q2-04

～07)も全てプラス変化となっている。ただし、大学や公的研究機関の知的財産の活用状況(概要図表 16 の

Q2-08 と Q2-09)については指数にほぼ動きが見られない。 

このように産学官連携の状況については、大学グループによって認識の違いが見られる。しかし、日本全体

としては改善しつつあるとイノベーション俯瞰グループの回答者が考えていることが分かる。 

産学官連携についての質問における意見の変更理由をみると、2014 年度調査以降は、民間企業が積極的

にニーズをオープンにするようになったという記述が増加しており、オープンイノベーションに対する意識が高

まりを見せている。この変化は、大学や公的研究機関で生み出された知識を民間企業に展開するという点では

好機にもみえるが、民間企業は必ずしも日本で生み出された知識のみを用いる必要はないという側面もある。 

NISTEP 定点調査 2012 の深掘調査(概要図表 17)では、我が国の大学や公的研究機関で得られた知的財

産の民間企業における活用を進めるために優先的に実施すべきこととして、大学・公的研究機関において独

創的な研究が生まれる環境の構築が重要であるとの認識が示されており、民間企業等の回答者が大学・公的

研究機関に独創的な研究成果を求めていることが分かる1。しかしながら、これまで見てきたように我が国の基

礎研究の独創性について不充分との認識が増加しており、第 4 期科学技術基本計画期間中の動きは、これに

逆行するものとなっている。 

概要図表 17 (2012 年度深掘質問)大学や公的研究機関の知的財産の民間企業における活用にかかわる質問一覧 

(優先的に実施すべきこととして 1 位にあげられた割合) 

 

 

 

  

                                               
1 NISTEP 定点調査委員会では、「企業はミッションにもとづく研究を自ら行っているので、国には長期的な研究や将来を見据えた研究を

求めている。」との指摘が、産業界の委員からなされた。 

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

1. 大学・公的研究機関において独創的な研究が生まれる環境の構築

2. 事業化を見据えた非顕在化シーズ・ニーズ発掘機能の強化

3. 大学・公的研究機関から民間企業に対する技術シーズの情報発信の強

化

4. 民間企業が持つニーズ（技術的課題等）の大学・公的研究機関への情

報発信の強化

5. 産学官の人材流動や交流（研究者の転出・転入や受入など）の促進

6. 産学官協働によりイノベーションの創出を目指す場の構築(例: 欧州にお

けるIMEC)

7. 大学・公的研究機関と民間企業の橋渡しをする人材（産学官連携コー

ディネーター等）の育成・機能強化

8. 大学・公的研究機関の特許戦略や知的財産に関わる運用力の向上

9. 大学・公的研究機関の教員や研究者へのインセンティブ付与

10. 現状で問題は無い

11. その他

大学

公的研究機関

民間企業等
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第 4 期科学技術基本計画期間中の我が国の世界におけるポジションの変化 

他国・地域との相対的な関係をみると、基本計画期間中に、科学や技術の水準と産業競争力

はアジアの先進国・地域に急激にキャッチアップされつつあるとの認識が示されている。 

これまでは、我が国の中における科学技術やイノベーションの状況の変化をみてきた。では、第 4 期基本計

画の 5 年間で、我が国の世界における位置づけはどのように変化したのか。NISTEP 定点調査 2015 の深掘調

査では、米国、欧州、アジアと比較した我が国の科学・技術の水準や産業競争力の状況を尋ねた。 

現時点における我が国の科学や技術の水準と産業競争力は、今回分析対象とした全ての分野において、

アジアの先進国・地域と比べて高い水準にあるとの認識が示された(概要図表 18)。しかし、5 年前と比べると、

科学や技術の水準、産業競争力のいずれにおいても全ての分野で、我が国の優位性がアジアの先進国・地

域に対して低下しているとの認識が示された。米国や欧州と比較した水準については、やや悪くなったとの認

識が示されている分野もあるものの、多くの分野でこの 5 年間で大きな変化は無いとの認識が示されている。 

科学の「数学・計算機科学」、技術の「情報通信技術」、産業の「情報通信業・情報通信機器器具製造業」、

「電子部品・デバイス・電子回路製造業」については、我が国とアジアの先進国・地域は同水準に近づきつつ

あるとの認識が示されている1。 

概要図表 18  (2015 年度深掘調査) 主要国・地域と比較した日本の科学や技術の水準及び産業競争力の変化 

 

注: 矢印の始点が 5 年前、終点が現在の水準に対応している。青色は米国、緑色は欧州、赤色はアジアを示している。  

                                               
1 情報通信技術は、さまざまな科学や技術のコアとなりつつある(例えば、米国ではマテリアルズ・ゲノム・イニシアティブ[計算科学にデー

タベース技術、材料高速合成技術、高速評価技術を融合して進める新しい材料開発の試み]が行われている)ので、深掘調査で分析され

ている 10 近い分野の 1 つと位置づけるべきではないとの指摘が定点調査委員会においてなされた。 
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第 5 期科学技術基本計画の実行に向けての示唆 

一線級の研究者や有識者は、第 5 期科学技術基本計画期間中に「研究人材」について、特に

状況の改善の必要があると考えている。 

NISTEP 定点調査 2015 の深掘調査では、過去 5 年間の我が国の科学技術やイノベーションの状況の変化

を踏まえて、第 5 期科学技術基本計画期間中に、特に状況の改善に必要があると考えられる事項について尋

ねた。その結果、「研究人材」について状況の改善の必要があるとの共通認識が、大学・公的研究機関グルー

プ及びイノベーション俯瞰グループの回答者から示された(概要図表 19)。 

また、「研究環境」と「基礎研究」については大学・公的研究機関グループ、「産学官連携、地域」と「イノベー

ション政策」についてはイノベーション俯瞰グループにおいて改善の必要が高いとされ、項目によっては回答

者グループによって改善の必要性についての考え方が異なることが分かった。 

 

概要図表 19  (2015 年度深掘調査)第 5 期科学技術基本計画期間中に、特に改善の必要があると思われる事項 

 

項目 例示 

研究人材 若手研究者、研究者を目指す若手人材の育成、女性研究者、外国人研究者、研究者の業績評価等 

研究環境 
研究環境（基盤的経費、間接経費、研究時間、URA 等）、研究施設・設備の整備等、科学技術予算等、
知的基盤や研究情報基盤等 

産 学 官 連 携 、
地域 

シーズとニーズのマッチング、産学官の橋渡し、大学や公的研究機関の知的財産の活用、地域が抱え
ている課題解決への貢献、研究開発人材育成の状況等 

基礎研究 基礎研究 

イノベーション
政策 

社会と科学技術イノベーション政策、重要課題の達成に向けた推進体制構築、科学技術イノベーション
に関する新たなシステムの構築の状況等 

注： 回答者には、各事項の内容として上記を例示した。 

  

31.5%

36.4%

6.0%

20.8%

4.3%

1.0%

29.4%

20.2%

17.8%

10.0%

20.5%

2.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

① 研究人材

② 研究環境

③ 産学官連携、地域

④ 基礎研究

⑤ イノベーション政策

⑥ その他

大学・公的研究機関グループ イノベーション俯瞰グループ
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今後、大学においては、個々の教員や研究者のパフォーマンスを最大化しつつ、 

組織として求められている機能を達成していくための取組が必要である。 

限られた資源の有効活用という観点から、研究人材や研究開発費と並んで、重要な要素となるのが研究時

間である。しかし、研究時間を確保するための取組みについては、著しく不充分であるとの認識が示されており、

NISTEP 定点調査 2011 時点と比べるとその度合いが高まる傾向にある(概要図表 20)。 

NISTEP 定点調査 2015 の深掘調査(概要図表 21)から、NISTEP 定点調査の回答者となっている一線級の

大学研究者は、職務活動における研究時間割合を、おおむね半分程度(46.9％)確保することを、理想と考え

ていることが明らかになった。2013 年の大学等におけるフルタイム換算データに関する調査(FTE 調査)で計測

された理想と現実の研究時間割合を比較すると、理想と比べて現実(2013 年時点)の研究時間割合は約 12％

ポイント低く、社会サービス時間が約 7％ポイント、その他の時間が約 5％ポイント高い。2002 年時点の研究時

間割合は 46.5％であり、理想の研究時間割合に近い。 

 

概要図表 20  研究時間を確保するための取組みの状況 

 
注: 指数は 0(不充分)～10(充分)の値をとる。指数が 5.5 以上は「状況に問題はない( )」、4.5 以上～5.5 未満は「ほぼ問題はない ( )」、3.5 以上～

4.5 未満は「不充分( )」、2.5 以上～3.5 未満は「不充分との強い認識( )」、2.5 未満は「著しく不充分との認識( )」としている。 

 

概要図表 21 (2015 年度深掘調査)職務活動時間の理想と現実の配分(大学・公的研究機関グループの大学研究者) 

 
注 1: 理想の職務時間割合は、NISTEP 定点調査 2015 の深掘調査における大学・公的研究機関グループのうち大学の研究者への質問の結果。 

注 2： NISTEP 定点調査の回答者は、大学や公的研究機関の部局長から推薦を受けた、第一線で研究開発を実施している教員や研究者である。したがっ

て、上記の結果は第一線級の教員や研究者の認識である点には留意が必要である。 

注 3： 現実の職務時間割合は、文部科学省による大学等におけるフルタイム換算データに関する調査(2002 年及び 2013 年調査)の結果。 

(出典)科学技術・学術政策研究所、調査資料-236、大学等教員の職務活動の変化 －「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」による 2002 年、

2008 年、2013 年調査の 3 時点比較－(2015 年 4 月) 
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Q1-21

研究時間を確保するための取り組み
の状況

-0.25 -0.68 - -0.29 -0.29 -0.15 -0.24 -0.36 -0.29 -0.05 -0.31
2011 2.3 3.2 2.4 2.4 2.2 2.4 2.4 2.4 1.5 2.2
2012 2.3 3.0 2.2 2.3 2.2 2.4 2.2 2.2 1.5 2.2
2013 2.2 3.0 2.2 2.2 2.1 2.3 2.2 2.1 1.6 2.0
2014 2.1 2.8 2.1 2.2 2.1 2.1 2.1 2.1 1.5 1.9
2015 2.1 2.5 2.1 2.1 2.1 2.1 2.0 2.1 1.4 1.9
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瞰
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現実の職務時間割合(FTE調査, 2002年)
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大学研究者が研究時間割合の確保や研究活動に集中するために有効な方策(概要図表 22)は、研究室や

学部・学科（部局レベル）のマネジメント業務を担ってくれる人材の雇用・充実、組織内の役割分担（教育専任

教員と研究専任教員による分業等）や研究に専念できるよう教育業務を代替してくれる教育スタッフの確保とさ

れた。 

大学にさまざまな機能が求められる中、研究時間確保のための職務の分業や代替については、個々の研究

者の努力では解決が難しい。各組織において個別の研究者の職務活動状況を把握し、それをもとに適材適

所の人材配置を行うことで、個人のパフォーマンスを最大化しつつ、組織として求められている機能を達成して

いく取組みが必要だと考えられる1。 

 

 

概要図表 22  (2015 年度深掘調査)研究時間割合の確保や研究活動に集中するための有効な方策 

 
注 1: ※充実には、業務のアウトソース化を含む。 

注 2： 指数は、1 位を 20/2、2 位を 10/2 で重みづけを行い、合計ポイントを有効回答者数で除した値。全回答者が 1 位を選択すると指数は 10 になる。 

 

 

科学技術やイノベーションを考える上で核となるような事項については、継続性に留意しつつ

長期的な視点を持って施策の実施が必要である。 

NISTEP 定点調査の回答者である一線級の研究者や有識者は、科学技術イノベーション政策の効果が波及

することを妨げている一番の要因として、「施策が単発的に実施されており、継続性が無く、効果が充分に波及

していない」をあげた(概要図表 23)。矢継ぎ早にくりだされる各種の施策に現場の研究者は、翻弄されている

可能性が高い。 

第 5 期科学技術基本計画が平成 28 年度から開始される。基本計画に掲げられている目標を達成するため

                                               
1 2015 年度深掘調査では、研究と教育、研究とマネジメントという視点で主に質問をした。定点調査委員会では、「多くの教員がベンチャ

ーの立上げ等、自分で全部行おうとしているが、イノベーションについても教員が自分で行うのか、その部分は外に出すのかの切り分けを

考えていく必要がある。」との指摘がなされた。 

教授 准教授 助教 第1G 第2G 第3G 第4G

①
獲得した公募型資金の研究に専念できるよう、教育業務を代替
してくれる教育スタッフの確保

2.2 2.0 2.3 2.6 1.0 2.4 2.7 2.5

②
組織内の役割分担（教育専任教員と研究専任教員による分業
等）の実施

2.5 2.5 2.5 2.4 2.4 2.2 2.9 2.6

③
公募型資金にかかる手続き（事前・事後・経理）を行う事務職員
の雇用・充実※

0.8 1.0 0.7 0.8 1.7 0.9 0.4 0.5

④ 機器や薬品等の維持管理を行う技能者の雇用・充実※ 1.8 1.3 2.1 2.3 2.1 1.5 2.1 1.6

⑤
国際共同研究などの手続きを行う高度な語学能力を有する事
務職員の雇用・充実※

0.3 0.4 0.3 0.4 0.7 0.5 0.2 0.0

⑥
産学官連携活動にかかる手続きを行う専門職員の雇用・充実
※

0.3 0.3 0.3 0.2 0.4 0.2 0.3 0.3

⑦
研究室のマネジメント補助を行う人材の雇用・充実※（研究室専
属の秘書等）

2.8 2.8 2.9 2.5 3.1 2.5 3.1 2.7

⑧
部局レベルのマネジメント(学部・学科運営、入試問題作成、予
算・設備管理等)を専門に行う人材の雇用・充実※

2.6 3.1 2.4 2.0 2.6 2.8 2.2 2.7

⑨
大学レベルのマネジメント(教育、研究、財務、産学連携等)を専
門に行う人材の雇用・充実※

0.8 0.9 0.8 0.6 0.5 0.6 0.6 1.5

⑩ その他 0.5 0.5 0.5 0.7 0.5 0.8 0.5 0.2

⑪ 現状で問題ない 0.1 0.0 0.0 0.2 0.0 0.1 0.0 0.1

選択項目

職位別の指数 大学グループ別の指数
全回答
者指数
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に、科学技術やイノベーションを考える上で核となるような事項については、継続性に留意しつつ長期的な視

点を持って施策の実施が必要である。 

概要図表 23  (2015 年度深掘調査)科学技術イノベーション政策の効果が波及することを妨げている要因 

 
注： 指数は、1 位を 20/2、2 位を 10/2 で重みづけを行い、合計ポイントを有効回答者数で除した値。全回答者が 1 位を選択すると指数は 10 になる。 

 

我が国の科学技術イノベーションシステムが全体として、パフォーマンスを最大化するように、

各種施策の相乗効果を高めることが重要である。 

第4期科学技術基本計画期間中に、科学技術イノベーションを推進する目的で、さまざまな施策が実施され

た。その結果として、課題達成に向けた各種の取組みにおいて一定の進展がみられた一方、大学・公的研究

機関における研究活動の基盤への危機感が増しているなど、我が国の科学技術イノベーションシステムに対し

て、予期しない副作用を生じさせている可能性もある。 

第 5 期科学技術基本計画に述べられている目標を達成するためには、部分的な最適化に留まること無く、

我が国の科学技術イノベーションシステムが全体としてパフォーマンスを最大化することが重要である。 

そのためには、研究人材、研究環境など科学技術やイノベーションの様々な状況が互いにどのようにかかわ

り合っているかの理解を進めるとともに、省庁や部局においても、その壁を越えた意見や情報交換、そして各

種施策の相乗効果の確認が重要である。また、総合科学技術・イノベーション会議が、国全体の視野でもって、

各種施策の相乗効果を高める機能を果たすことが期待される。加えて、各大学・公的研究機関においては自

主的な改革努力を進めていくことが必要である。 

  

大学 公的研究機関

①【規模感】
施策の目標に規模感(配分額・採択件数等)が合致しておらず、効
果が充分に波及していない

2.1 2.4 2.5 2.0 1.4

②【期間】
施策の目標に施策の実施される期間(実施期間が短い等)が合致
しておらず、効果が充分に波及していない

1.7 1.9 2.0 1.5 1.3

③【継続性】
施策が単発的に実施されており、継続性が無く、効果が充分に波
及していない

3.4 3.6 3.7 3.1 3.0

④【機動性】
科学技術イノベーションの進展や社会ニーズの変化に対応して、
施策が機動的に実施されておらず、効果が充分に波及していない

1.5 1.2 1.2 1.5 2.2

⑤【連携】
類似する又は関連する施策間が別々に実施されている（連携がな
されていない)ため、効果が充分に波及していない

1.6 1.3 1.3 1.6 2.2

⑥【橋渡し】
異なるフェーズ（基礎・応用・開発等）の施策の橋渡しがなされてい
ないため、効果が充分に波及していない

1.4 1.2 1.1 1.6 2.0

⑦【方向性】
異なる方向性のさまざま施策に現場が対応できず、効果が充分に
波及していない

0.6 0.7 0.7 0.7 0.5

⑧【運用】
施策が実施されても、現場の運用方法によって、効果が充分に波
及していない

0.7 0.7 0.7 0.6 0.7

⑨【目標の浸透】
施策の目標が現場の研究者等に伝わっておらず、効果が充分に
波及していない

0.9 1.1 1.1 0.9 0.7

⑩【目標設定】
施策の目標が現場のポテンシャルを超えるものとなっており、効果
が充分に波及していない

0.4 0.4 0.3 0.5 0.4

⑪ その他 0.3 0.3 0.2 0.6 0.5

選択項目
全回答者

イノベーション
俯瞰G

大学・公的研究機関G

指数



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


